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ABSTRACT  

In this study, we estimated the monthly averaged daily variation of anthropogenic heat (AH) in Nagoya city, where the 

frequency of the extremely hot day with the daily maximum temperature exceeding 35°C is the highest among the three largest cities 

in Japan. The hourly AH was estimated with a horizontal resolution of about 500 m. In addition, we investigated the effect of the AH 

on surface air temperature by numerical simulations using a hydrostatic mesoscale model. As a result, the estimated AH explained 

83% of the total energy consumption in Nagoya city in 2008. The peak values of the AH in downtown and industrial area were 

beyond 100 W/m2. The impact of AH on the surface air temperature was greater at night, and it was found that AH slightly modified 

the wind flow and convergence zone in the city. 
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１.はじめに 

 

都市域の人間活動によってもたらされるエネルギー消費

は，その地域に人工排熱を発生させる．東京都市部での排

熱量推定を行った先行研究(1)によれば，新宿地区では年平

均で 44 W/m2，新宿西口高層ビル街ではピーク時に約 2000 

W/m2 となると報告されている．このピーク値は夏季日中

の最大日射量の 2 倍～3 倍にのぼる．このような人工排熱

は，その地域の気温に大きな影響を与える．東京と大阪に

おいて，都市街区内での気温観測等を通じ人工排熱が地上

気温に与える影響を調査した先行研究(2)では，それぞれ 16

時に日最大の 1.3℃，0.9℃に達する排熱による昇温が推定

されており，これは決して小さいものではない． 

人工排熱は，エネルギー消費の観点から大都市や工業地

帯で排出が特に大きい．さらに夏季における冷房エネルギ

ー需要を考えれば，猛暑が厳しい地域ほど大きくなる(3)．

日本の三大都市のひとつである名古屋市は，その中で最も

猛暑日の出現頻度が高く(4)，南部の沿岸部は中京工業地域

の一部となっている．以上の観点から名古屋市では夏季地

上気温に対する排熱の影響の顕在化の可能性が推察される．

名古屋市を対象とした先行研究として，水鳥ほか(1994)(5)

があり，同市域における人工排熱の推定の結果，中区付近

(市中心部)で年平均 58 W/m2にのぼるとされた．また，名

古屋市の排熱削減による熱環境改善の効果を，シミュレー

ションにより検討した水鳥ほか(1994)(6)では，市内排熱量を

半減させたケースで夜間に 0.5℃程度の気温低下が予測さ

れた．このように名古屋市の人工排熱とその影響に着目し

た先行研究は存在するものの，近年においての研究事例は

東京・大阪に比べて極めて少ない． 

以上を踏まえ，本研究では名古屋市の人工排熱が地上気

温と気象場に与える影響を明らかにすることを目的として，

名古屋市の人工排熱量の推定を行い，その影響について検

討した．ここで，排熱推定の手法には既往研究ではインベ

ントリー分析(1)(7)(8)やシミュレーション(9)(10)によるものが

あるが，対象地域のエネルギー消費に関する実績データ，

建物用途や延べ床面積のGISデータやシミュレーションの

ための計算パラメーターなど，多くのデータが必要となる

ため両手法による排熱推定は必ずしも容易ではない．よっ

て，本研究ではウェブ上にあるデータを用いる簡易的な排

熱推定手法(11)を使用し，それをより現実的なものとなるよ

う改良して名古屋市内全域から排出される人工排熱量を推

定した．その後，メソスケール気象数値モデル(12)を用いて
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感度実験を行い，排熱が地上気温と日々の気象場にもたら

す影響を調べた． 

 

２.研究手法 

 

2.1 排熱データの推定 

本研究での排熱量は，萱場ほか(11)による手法で推定後，

Kannari et al (2007)(13), 名古屋市 (2011) (14)によるデータを

用いて補正を行った．それぞれについては以下の通りであ

る．また，推定方法を図 1 にまとめた． 

 

(1)萱場ほか(11)による推定  これは，全国の任意領域に

おける人工排熱量の推定を目的とした重回帰分析による手

法である．妹尾ほか (2004)(15)によって推定された東京都の

人工排熱量を目的変数とし，説明変数は，総務省統計局の

居住人口と従業者数，国土数値情報の土地利用 11 種の計

13 変数の中からステップワイズ法により選定された．その

結果，居住人口密度・従業者数密度・幹線交通用地面積比

が選定され，その際得られた偏回帰係数を使用して重回帰

式より排熱量の推定を行っている．その精度は，東京だけ

でなく関東・近畿・東海地方においても概ね良好であると

の報告がなされている(既存排熱データと比較した相関係

数 東京：0.97，名古屋：0.81)． 

そこで，本研究では，この手法を名古屋市および東海地

方に適用した．説明変数については，居住人口と従業者数

は総務省統計局のそれぞれ平成 17，18 年の 4 次メッシュ値

を，土地利用は国土数値情報の土地利用細分メッシュデー

タ(平成 18 年・1/10 細分メッシュ値)を使用した．メッシュ

データはいずれも総務省統計局の地域メッシュ統計により

整備されている．3 次メッシュ，4 次メッシュ，1/10 細分

メッシュとはそれぞれ基準地域メッシュ（約 1 km 四方），

2 分の 1 地域メッシュ（約 500 m 四方），10 分の 1 地域メ

ッシュ（約 100 m 四方）のことを指す(16)． 

重回帰式を以下に示す． 

i
XXXY

iii 3322110 ββββ                      (1) 

Yi：目的変数 i メッシュの人工排熱量(W/m2) 

β0：定数項 

β1～3：偏回帰係数(居住人口・従業者数・幹線交通用地) 

X1i~3i：説明変数 i メッシュにおける居住人口密度・従業

者数密度・幹線交通用地割合（いずれも 4 次メッ

シュ値） 

 

(1)式によって，名古屋市および東海地方の人工排熱量を

月別時別で 4 次メッシュ毎に算出した．なお，式中の定数

項と偏回帰係数は，萱場ほか(11)のものをそのまま用いた． 

 

(2)Kannari et al(13), 名古屋市(14)による推定  人口と交

通部門が排熱に寄与すると考える(1)の手法では，工場や発

電所等の燃焼施設からの排熱を考慮するのは難しく，萱場

ほか(11)でもそれが示されている．よって，ここではそれを

補うことを目的として，名古屋市の領域に対し，大気汚染

の排出源データを使用して燃料消費量を逆推計し，大規模

燃焼施設が存在する地域について燃料消費による排熱量を

推定した． 

具体的には，Kannari et al (13)にある EAGrid2000-JAPAN デ

ータの MAPgrid2000 月別時刻別 CO2排出量(3 次メッシュ

単位)と，名古屋市(14)の産業部門及びエネルギー転換部門に

おける 2008 年度燃料消費構成比と環境省(2003)(17)の燃料

別排出係数を使用して，大規模燃焼施設が存在する地域で

の燃料消費による排熱量を推定した．推定における基本的
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な条件及び手法は以下の通りである． 

① 産業部門及びエネルギー転換部門では，灯油，軽油，A

重油，C 重油，LPG，石油コークス，石炭，石炭コーク

ス，LNG の 9 燃料が使用される(名古屋市(14)による調査

結果)． 

② 燃料消費の内訳（構成比）は，名古屋市全域で一律と仮

定． 

③ EAGrid2000-JAPAN の MAPgrid2000 の月別時刻別 CO2

排出データから，3 次メッシュ毎の１秒あたりの CO2 排

出量を算出(kg-CO2/s)． 

④ ①②③の条件から，ある 3 次メッシュ(j)における１秒あ

たりの燃料消費量(AHj)を以下の(2)(3)式で算出 

)( 992211 FEFEFEAHC jj  ・・・                 (2) 

より 

)/( 992211 FEFEFECAH jj  ・・・                (3) 

Cj： CO2排出量(kg-CO2/s) 

AHj：燃料消費量(W) 

E1~E9：灯油，軽油，A 重油，C 重油，LPG，石油コーク

ス，石炭，石炭コークス，LNG の CO2排出係数

(kg-CO2/MJ) 

F1~F9：灯油，軽油，A 重油，C 重油，LPG，石油コーク

ス，石炭，石炭コークス，LNG の燃料消費割合

内訳（構成比） 

⑤ ④で算出された燃料消費量(AHj)は産業部門及びエネル

ギー転換部門における総発熱量であり，発電所を除き，

全量が排熱に変わると仮定． 

⑥ 発電所の場合は総発熱量の 15%が大気に排熱されると

仮定． 

 

以上，①から⑥の条件で排熱量を算出した． 

ここで算出されたメッシュ毎の排熱量は産業とエネルギ

ー転換部門によるもののみであるため，全部門からの排熱

を考える萱場ほか(11)による排熱量を下回らなければなら

ないが，そうでないメッシュは重回帰分析手法によって求

めた排熱量が過小評価されていると考え，そのメッシュに

おいてこの手法で算出した排熱量を加え，補正を行った． 

 

上記，(1)と(2)の手法から算出した排熱データを最終的

に 4 次メッシュ単位で集約して，後述するメソスケール気

象数値モデルに組み込んだ． 

 

2.2 シミュレーションによる排熱影響の感度実験 

排熱影響の感度実験には，メソスケール気象モデル

(AIST-MM)(12)を使用した．計算・解析条件とモデルの概

要は以下の通りである． 

 

(1)計算・解析条件  条件設定は表 1，図 2に示した通り

である． 

計算は排熱データ導入あり(現況)・なしの 2 ケース実施

した．気象の日々の変動は大きいため，排熱の気象場への

影響が有意であるかどうかを長期平均からみることはそう

簡単ではない．ここでは計算の目的を人工排熱が日々の気

象場の変動にどのような影響を与えるかをみることとし，

計算期間は比較的短期の 2011 年の 8/1～8/5 とした．計算

領域には，最も外側が日本の中央部を囲うよう約 600 km

四方の領域を設定し，3 段階一方向ネスティング手法を用

いて，最も内側が名古屋市を含むよう約 100 km 四方の領

域を設定した．鉛直方向は全ての領域で 36 層に分割し，

上空 5400 m までを計算している．また，外側領域の境界

条件としては気象庁の数値予報計算結果(GPV-MSM)を与

えた． 

 

(2)メソスケール気象モデル（AIST-MM）  AIST-MM は，

Kondo et al (12)によって開発された 3 次元メソスケール気象

モデルである． 

AIST-MMは上部大気層・接地境界層・土壌層の3層のサ

ブモデルから構成されるブジネスク近似を仮定した静力学

モデルである．鉛直方向は地形に沿った s 座標系によって

表現し(18)，上空から地表に向け格子間隔が小さくなる不

等間隔の鉛直格子系を設定している．また，接地境界層モ

デル内，地表面の表現については平成 18 年度版国土数値

情報の土地利用データ(図 3)を用い，それに基づいた計算

パラメーター(表 2)を設定した．各格子の地表面熱フラッ

クスの計算では，その格子での土地利用面積割合に応じて

加重平均がなされている．同フラックスを直上の大気境界

層モデルの下端境界条件として用いる計算手法が取られて

いる(19)． 

 

表 1 シミュレーションにおける計算・解析条件 

 

 

 

 

図 2 計算領域(図中，赤線が名古屋市) 
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本研究では，排熱ありの計算において，2.1 で作成した

排熱量を領域 3 の大気第１層(地上 5 m)に組み込んでいる．

排出高度は，重回帰分析で算出した排熱は最下層の計算格

子(地上約 5 m)，CO2 排出量から逆推定した排熱は，有効

煙突高を考慮して地上約 225 m 付近の計算格子で排出され

るよう設定した． 

 

３.解析結果 

 

3.1 人工排熱量の推定結果とその精度 

推定された名古屋市内の排熱総量は，表 3 に示すように

1.47×108 GJ/year となり，2008 年名古屋市年間エネルギー消

費量(14) 1.77×108 GJ/year の 83%を説明する結果となった．

萱場ほか (11)の重回帰式のみによる推定では 1.05×108 

GJ/year で 59%の説明に過ぎなかったため，本研究の CO2

排出量にもとづく排熱データの補正は妥当なものであった

と考えられる． 

なお，推定した排熱量は単位面積当たりでは名古屋市年

平均で 14.31 W/m2となり，年代・推定手法ともに異なるが

東京都(1)での 12.9 W/m2を上回る結果となった． 

次に，名古屋市内における季節別の人工排熱の変動を見

る．図 4 に，夏季(8 月)，冬季(1 月)と中間期(5 月, 11 月)に

おける市平均排熱の時間変動を示す．夏季 8 月では 9 時か

ら 18 時にかけての排熱が 20 W/m2前後であり，従業者数を

排熱推定の因子に使用したことによる昼間の人間活動を捉

えていると考えられる．冬季 1 月では，排熱のピークは 8

時(23.19 W/m2)と19時(23.98 W/m2)の2つあり夏季と傾向が

大きく異なる．特に，この 1 月 19 時の排熱量は年間最大の

値となった．これらは，気温が低い時間帯の暖房需要によ

るエネルギー消費を捉えていると考えられ，8 時の排熱は

夏季同時刻の約 2 倍の数値となっている．中間期の 5 月 11

月はともに大きな差はないが，朝晩の排熱は 11 月の方が若

干高くなっている． 

続いて，8 月の排熱について考察するため，名古屋市に

おける日平均排熱量の空間分布(図 5)と特定の地域におけ

る排熱量(表 4)を以下に示す．ここで，空間分布について

はCO2排出量データによって補正した効果も考察するため

補正前のものも示した(図 6)． 

図 5，表 4 によれば，市内中心部や沿岸部での排熱が大

きいことが分かる．これは，前者は業務ビルや運輸部門に

よる排熱であると考えられ，名古屋駅周辺や栄地区など局

所的には 100 W/m2を上回った．後者は工場や発電所など燃

焼施設によるものであると考えられ，150 W/m2を大きく上

回る地域も存在した．それに対し，図 6 では，市内中心部

の排熱量は大きいものの沿岸部での排熱はほぼゼロとなっ

ているのが分かる．これらより，排熱データを補正したこ

とは適切であったことが確かめられた． 

ここまで，排熱の精度検証のため名古屋市のみに着目し

てきたが，本研究でのシミュレーションは領域 3 に排熱デ

ータを組み込んだ計算を行っている．よって，その領域全

表 2 土地利用別の地表面パラメーター 

 

 

表 3 名古屋市人工排熱概要 

 

 

 

 

図 3 名古屋市内における土地利用 

(平成 18 年版国土数値情報) 

（凡例中の番号は表 2 の土地利用分類に対応） 

 

 

 

図 4 季節別人工排熱時系列(名古屋市平均) 
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体における 8 月日平均排熱分布(図 7)を示す． 

図 7 によれば，名古屋市全体の排熱が高いことが分かる

が，その他岐阜市(15.09 W/m2)や春日井市(10.31 W/m2)，四

日市市(18.93 W/m2)など人口が密集している特例市・中核市

でも排熱が大きくなっていることがわかる．また，排熱が

線状に大きくなっている地域は，中央自動車道や東名自動

車道などの高速道路によるものであり，重回帰分析手法で

幹線交通用地面積比を導入したことにより運輸部門による

排熱が考慮されていることを示す． 

 

3.2 シミュレーションで見られる排熱の影響 

以降，排熱推定結果を踏まえ，それが気象場に与える影

響について検討した． 

まず，排熱を考慮した現況ケースの精度を確かめるため，

地上気温（計算値は地上約 5 m, 大気最下層の格子点値）

について名古屋気象台における実測値(地上 1.5 m)と比較

をしたのが図 8 である．8/1 を助走期間としてはずした期

間中の平均誤差と二乗平均平方根誤差(RMSE)は，それぞれ

0.66℃，1.69℃であった．図によれば，期間前半で気温の大

きな乖離があることが分かる．これは，8/2 に名古屋気象

台で 5 mm/日の降水を観測したが，計算ではそれを捉える

ことが出来なかったことが原因とみられる．従って，本研

究における排熱による影響調査は，期間後半(8/3 以降)を対

象にして解析を行うこととした．その期間の平均誤差と

RMSE はそれぞれ 0.15℃，0.80℃であった． 

次に，排熱あり(AH_on)の現況と排熱なし(AH_off)の 2 ケ

ース計算で見られる地上気温の日変化について注目した．

図 9，図 10 に，それぞれ名古屋市都市部(名古屋駅・栄駅

付近)と郊外(守山区)における地上 5 mの計算気温と排熱量

を示した．図中には 8 月 3 日と 4 日の計算結果について両

地域での計算グリッド 5 格子から気温と排熱量を取り出し，

その時刻別の 2 日間 5 格子平均値が示されている．都市部

の日最大排熱量は 110 W/m2(15時)，最小は 13.83 W/m2(3時)

であるのに対し，郊外の日最大排熱量は 7.65 W/m2(17 時)

であり，一日を通じて都市の排熱量が郊外を上回っている． 

図によれば，いずれも現況ケース(AH_on)の方が計算気温

が高いことが分かる．排熱有無によって生じる気温差は，

日平均で都市部は 0.56℃，郊外は 0.35℃となった．その地

域差は日中(6：00～18：00)に大きく表れており，その時間

帯の平均気温差は都市部は 0.5℃だが，郊外は 0.2℃であっ

た．郊外の小さい排熱では日中の発達した混合層への感度

は小さいことが考えられる．排熱による気温差が大きく現

れるのはどちらの地域も夜間で，平均気温差は 0.63℃(都

市)，0.52℃(郊外)である．この理由としては，夜間は日射

がないことや境界層が薄いことで排熱による影響を受けや

すいことが原因であると考えられる． 

以上から，排熱による地上気温への影響は排熱量が大き

い日中よりも小さい夜間に強く表れることが確認できた．

しかし，都市と郊外における夜間の排熱量の差(約 10：1)

を考えると，気温差の地域間差は大きくないと言える．こ

 

図 5 8 月における排熱空間分布(日平均) 

 

図 6 図 5 と同じ 

(但し重回帰分析手法のみによる推定結果) 

 

 

図 7 計算領域 3 における排熱分布(8 月日平均) 

 

図 8 名古屋気象台における気温時系列 
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の理由としては，夜間の境界層高度は都市部が高く郊外で

は低くなっていることが考えられ，低い郊外でより昇温し

やすくなり今回のような結果が生まれたと考えられた．そ

れらを確かめるため，排熱量を導入しない計算で都市部と

郊外おけるグリッドの鉛直気温プロファイルを見たのが図

11 である．それぞれの具体的な地点は，都市部は栄駅付近

で郊外は守山区の北東部である(いずれも，図 9，図 10 で

示した計算グリッドのひとつ)． 

図 11 によれば，両地点で地表付近に逆転層が存在してい

るのが分かるが，都市部でのそれは地表に接地しておらず

上層逆転層となっており，排熱がない計算でも都市の効果

が地表付近に現れていることが確認できる．また，郊外で

は夜間接地逆転層が見られた．これらの傾向は，他の計算

グリッドでも同じであり，夜間における都市部と郊外の鉛

直プロファイルとしては典型的なものであると考え，逆転

層高度の地点差に着目した．逆転層高度は都市部で地上 90 

m，郊外で地上 45 m であった．逆転層高度が半分で都市部

と郊外の排熱差が約 10：1 であると考えると，郊外の昇温

量はやや大きすぎることから他に昇温を起こす原因がある

と考えられるが，上述の鉛直プロファイルから郊外の大気

は都市部に比べ昇温しやすい成層構造を有し，夜間昇温の

原因の一つであることが示唆された．このような傾向は他

都市でも報告されている(20)． 

さらに，計算領域 3 での排熱による広域の影響を解析し

 

図 9 都市における気温排熱時系列(5 グリッド平均) 

 

 

図 10 郊外における気温排熱時系列(5 グリッド平均) 

 

 

図 11 都市(左)と郊外(右)における気温鉛直プロファイル 

(どちらも 8/3 5:00 標高：都市 9 m 郊外 46 m) 

 

 

 

 

図 12 計算領域 3 における地上気温と風のベクトル差 

(上図：8/3 下図：8/4 いずれも 14:00 

 図中の○印は名古屋市役所を示す) 
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た．図 12 に日中(8/3 と 8/4 の 14:00)における排熱有無の 2

ケース間の地上気温差と風のベクトル差(いずれも，“排熱

あり－排熱なし”，地上約 5 m の最下層格子点値)を示す．

図によれば，名古屋市中心部とそこから北東に線状に昇温

しているのが分かる．また，工業地域が広がる沿岸部では

ほとんど昇温が見られない．これは工場地域では排熱を上

空で排出したことが大きな原因であると考えられ，高い位

置からの排熱は地上気温には大きな影響は与えないことが

わかった．多くの場所で風のベクトル差はほとんど無いか

非常に小さい．名古屋市北東部などに線状の昇温部が見ら

れたのは，排熱データを計算に組み込んだことで，風の場

が若干変化した（風のベクトル差が他の部分に比べやや大

きい）ことによる影響であると考えられる．特に，2 日間

を通してみられる名古屋市北東部の昇温帯は，伊勢湾から

名古屋市内を通る海風と太平洋から知多半島や知多湾を通

過して名古屋市東部を通る海風の収束帯と一致する．排熱

を計算に組み込むことでその収束場の位置がわずかに変化

し，それによって気温差が生じたと考えられる． 

以上から，日中での排熱による昇温は，日々の結果でみる

と排熱量が大きい地域と風の場が変化する地域で見られる

ことが分かった． 

続いて，夜間における排熱影響を見る．図 13 に夜間(8/3

と 8/4 の 2:00)の“排熱あり－排熱なし”のケース間の地上

気温差と風向風速差を示す．気温差が現れた部分の南側で

内陸に向かう矢印が大きくなる部分が見られ，排熱なしの

ケースに比べてこの部分で内陸に向かう風が強くなってい

ることがわかる．図によれば，昇温は名古屋市以外の排熱

がほぼゼロである地域にも広がっており，都市部の排熱が

移流や拡散によって運ばれていることが示唆された．特に，

排熱導入前後で風況が局所的に大きく変化している地域の

 

 

 

 

図 13 計算領域 3 における地上気温と風のベクトル差 

(上図：8/3 下図：8/4 いずれも 2:00 

 図中の○印は名古屋市役所を示す) 

 

 

 

 

 

 

図 14 地上気温差(地上約 5 m：排熱あり－なし)と排熱

導入計算の風(上図：8/3 下図：8/4 いずれも 2:00．図中

の○印は名古屋市役所を示し，点線内は昇温が大きい地域

を示す．) 
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昇温量が大きい．そして，排熱が大きい地域と昇温域は一

致していないことがわかる．これらの現象は夜間全ての時

間帯で生じており，夜間には排熱量の大小よりも，排熱が

あることによって発生する風況の変化が，昇温量に影響を

与えていることが考えられる． 

従って，図 11 で考察した夜間における郊外の昇温量が，

鉛直気温プロファイルのみでは説明しきれなかった部分は，

ここで述べた風況の変化による影響が昇温をもたらしたと

考えられる． 

以上より，夜間に昇温が発生する地域では風向風速の変

化が大きく影響することが確認できたことから，昇温部に

おける地上風系の変化を詳細に見る．図 14 に，図 13 と同

時刻における“排熱あり－排熱なし”の気温差に，排熱あ

りケースの地上風を重ねた分布を示す．図によれば，8/3

の事例では名古屋市北西部にある昇温域(図中，点線内)で，

北寄りの風と名古屋市内の方向から吹く東風が収束してい

るのがわかる．8/4 の事例では，昇温部は 2 ケ所あり(図中，

点線内)，そのうち北側にある昇温部は名古屋市中心部の南

側に位置し，北風と南西風の収束帯で昇温が発生している．

南側にある昇温部についてはその付近で北からの風が弱い

東風に追いつくような形で収束している．排熱がない計算

では，この付近における東風が見られず，排熱が風の場を

変化させ，昇温させたと考えられる． 

排熱ありケースの夜間にみられた風の収束と昇温場が一

致する現象は，他の時間帯でも発生していた．それゆえ，

夜間の昇温には風向風速の変化とその収束が大きく影響を

及ぼしていることが考えられた． 

 

４.おわりに 

 

本研究では，名古屋市を中心とした東海地方において，

人工排熱量を web 上から入手可能な情報により推定し，そ

れが夏季の地上気象場に与える影響を数値シミュレーショ

ンによって検討した．その結果，以下の知見を得た． 

 

・重回帰分析手法と EAGrid2000 の CO2排出量データを使

用して推定した人工排熱量は，名古屋市年間エネルギー

消費量の約 83%を説明した．重回帰分析手法のみで推定

した場合は約 59%の説明にすぎなかったことから，CO2

排出量データを産業部門の排熱推定に使用したことは妥

当であったと考えられた． 

・名古屋市平均の季節別の時別人工排熱量は，夏季(8 月)

においては 10 時～18 時に大きく，約 20 W/m2であった．

冬季(1 月)においては一日を通じて夏季の値を上回り，8

時から 22 時までは 20 W/m2を越え，19 時における 23.98 

W/m2は年最大値であった． 

・排熱分布を 8 月日平均でみると，名古屋市では市内中心

部(名古屋駅や栄地区)と沿岸部工業地帯で大きく，前者で

は約 80 W/m2を，後者では 100 W/m2を上回るメッシュも

存在した．また，他県の特例市や中核市などでも 15 W/m2

程度の排熱が推定される地域も存在した． 

・このような排熱の有無が日々の気象場にどのような影響

をみるためにシミュレーションを 2011年の 8/1～8/5を対

象としたシミュレーションを実施した．計算期間中 8/2

には降水があり，期間の前半の計算と実測の一致度は悪

かった．期間の後半のシミュレーション結果は晴天日で

比較的実測との一致はよく，これより，排熱による地上

気温への影響は，日平均で都市部(名古屋駅・栄駅付近)

は 0.56℃，郊外(守山区)は 0.35℃であった．それを昼夜で

分けると，昼間は都市部：0.5℃，郊外：0.2℃，夜間は都

市部：0.63℃，郊外：0.52℃であり，気温への影響は排熱

が小さいにもかかわらず夜間の方が大きいことがわかっ

た．夜間における気温への影響が，都市と郊外で大きな

差となっていないのは，それぞれの地域における気温鉛

直構造の違い(逆転層高度)が原因のひとつであると示唆

された． 

・排熱による影響を計算領域全体で見たとき，昼間におい

ては排熱がかなり大きい地域と昇温部が一致する．また，

海風の侵入が排熱の影響でわずかに移動し，その部分で

線状の昇温帯が見られた．夜間においては排熱が大きい

地域と昇温域は一致せず，風の収束場で昇温量が大きく

なる現象が見られた．なお，煙突を考慮して上空で排出

している産業部門による排熱は，昼夜を通じて地上気温

にはほとんど影響は及ぼさないことがわかった． 

 

本研究の総括と今後の課題として，ここで行った排熱推

定は重回帰式で必要な変数とCO2排出量データなどの工場

排熱を推定できるメッシュデータが揃えば比較的容易に排

熱推定を行うことができる．しかしながら，重回帰分析手

法による排熱推定は東京都の人工排熱データを基に作成し

ているため，東京と気候やライフスタイルが全く異なる地

域の排熱推定をする際には注意が必要である．それは萱場

ほか(11)でも指摘されているが，同先行研究で名古屋市の排

熱推定を行った結果，既存のデータを約 88%説明したこと

から，本研究でも同手法を名古屋市に適用した． 

しかしながら，本研究では，エネルギー消費量に対して

約 60%程度の説明にとどまり，多くの部分を過小評価する

結果となった．この原因として，推定に使用する人口など

の変数データの年次にずれがあることが考えられ，萱場ほ

か(11)では平成 4 年の既存排熱データを推定するのに，3 つ

の説明変数は平成12年または13年のものを使用していた．

また，資源エネルギー庁の資料(21)より，人口１人当たりの

年間エネルギー消費(民生家庭部門)を国勢調査が行われた

年で算出すると，平成 2 年は 13.39 GJ/year/人であるのに対

し，平成 12 年は 16.66 GJ/year/人であり，1 人当たりの消費

するエネルギー量も年によって異なる．これらは，景気や

気象条件によって変化すると考えられる． 

以上から，重回帰分析で排熱量を推定するには，推定年

と説明変数の年次を一致させることや，偏回帰係数にも毎

年のエネルギー消費データなどから補正をかけることが必
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要であると示唆された． 

また，この手法の推定のもととした妹尾ほか(2004)(15)の

東京都の人工排熱量データには，工場の煙突などからによ

る排熱量が考慮されていない．ゆえに，本研究ではそれを

考慮すべく産業部門からのCO2排出量データを使用した排

熱の補正を行うことで，年間エネルギー消費の 83%を説明

できるようになった．しかしながら，まだ全体量が過小評

価となっている部分については，上述のエネルギー消費の

年変動に関する問題に加え，排熱を推定する場の地域特性

による影響であると考えられる．特に，愛知県は自家用自

動車保有台数が全国で最も多い都道府県であり(22)，さらに

愛知県の2009年度の1世帯あたりの自家用自動車保有率は

1.33台と東京都の0.50台を大きく上回る(22)．これを踏まえ，

東京都と名古屋市における道路面積 1 km2あたりの 2008年

自動車運輸部門年間エネルギー消費量(14)(23)を算出すると，

東京都が 9.42×105 GJ/year/km2，名古屋市が 1.03×106 

GJ/year/km2となった．名古屋市が東京都を上回る結果とな

り，東京都の排熱推定に使用した運輸部門を考慮する偏回

帰係数では名古屋市に対しては過小評価となってしまうこ

とがわかった． 

以上，重回帰分析手法を使用した人工排熱の推定には，

その年の景気や気象条件，使用データの年次の統一，さら

に地域特性などに留意して推定することが必要であると考

えられた． 

排熱の感度実験に関しては，排熱量はエネルギー消費の

観点から気象条件や平日休日によっても変動することを考

え，全計算日の天候や曜日を考慮した排熱データの与え方

が出来ればより現実的な計算条件の作成が可能になる．ま

た，本研究で行った排熱計算のシミュレーションは 5 日間

といった比較的短い期間であったが，従来は月平均程度の

長期平均で排熱の影響を見ることが多かった．今回の計算

結果はそのような長期平均の解析では見えなかった，排熱

の存在が日々の風況を微妙に変化させ，それが昇温化をも

たらしている可能性が明らかとなった．今回の計算でみら

れた昇温域の場所については，日々の気象条件により変化

するが，晴天・弱風日の夜間にはこのようなメカニズムは

普遍的に生じており，月平均等で与えられる統計的な都市

昇温域と昇温の幅は，人工排熱の直接の影響ばかりではな

く，人工排熱によって生じた風の場の変化に伴う昇温も無

視できないことが示唆された． 

本研究での排熱感度実験は，メソスケールモデル単体で

の計算であった．よって，今後は都市キャノピーモデルを

用いた計算を行うことで，人間生活空間である都市街区内

における現実的な排熱影響の評価が期待できる．今後は，

そういった計算条件のもと，夜間見られたような局地的な

昇温域出現のパターン化や熱収支を考慮した解析で，排熱

による気象場への影響を明らかとしたい． 
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